














   
     






































(3) 後期高齢者医療制度の創設  
Ⅱ．低所得層の医療受給権保護のの仕組み 























 (2) 低所得者の医療保障受給権保護法制の問題 
Ⅱ．低所得者の医療受給権保護のための法制 
１〄医療給与制度における低所得者層保護の構造 
 (1) 国民基礎生活保障法と医療給与法の関係 
 (2) 医療給与制度の主要な変遷 
 (3) 医療給与制度の内容と仕組み 
 (4) 医療給与受給の現況と受給者選定の限界 
 (5) 医療給与制度における費用負担の仕組み 
  １）医療給付の受給における本人一部負担の導入とその意味 
  ２）医療給与受給権者に対する選択病々医院制の導入 
  ３）本人負担金及び選択病々医院制に関する憲法訴訟 
２〄国民健康保険法における低所得者層保護の構造 
  (1) 強制加入及び保険料差等賦課の憲法的正当性 
  (2) 国民健康保険法における保険料負担の仕組み 
  1) 健康保険料の賦課体系 
  2) 健康保険の保険料賦課体系に関する憲法訴訟 
    3) 保険料滞納者に対する制裁措置 
(3) 保険料滞納者の発生の抑制及び救済のための支援制度 
 １）保険料の免除々軽減制度 
 ２）保険料の分割納付  


















































































































                                           
9さらに、低い診療報酬により医療機関や医師の収入を補填するなどの目的で実施した「選択診療」を設けてい
たり、健康保険の保険給付が適用されない混合診療が許容されていたりするなど、国民医療費に占める私的医療










































































     


























給付 給付 負担 負担 
  保険料 
一部負担金 



































































































































































































































































































































































































































































































































































                                           
49 Social Health Insurance: Key factors affecting the transition towards universal coverage, World 








































































































































































































































































































































































































保障基本法の変化を通じて見た韓国福祉国家の展開過程」韓国社会福祉調査研究（Korean Journal of Social 
























































































































































































































































































































































































【統計名】年度別医療保障の適用人口現況114（国民健康保険公団DB (http://www.nhic.or.kr) から抜粋作成） 











主要国家の相対的貧困率(％)(出所〆OECD(2014)「Poverty」,Society in a Glance, OECD Publishing)  
OECD平均 韓国 日本 ゕメリカ フランス ド゗ツ ゗ギリス スウェーデン 






保障人口別 / 年度 1980 1990 2000 2004 2006 2007 2008 2009 2010 2011 






合計 11368 44110 45895 47371 47409 47819 48159 48613 48906 49299 
職場 9160 20758 22403 25979 28445 29424 30416 31415 32383 33256 
地域  19421 23491 21392 18964 18395 17743 17200 16523 16042 
医療給与 
合計 2141 3930 1570 1528 1828 1852 1841 1677 1674 1609 
1種 641 695 810 919 1028 1062 1024 1036 1071 1087 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                          財産 























   120％ 
最低生計費 
暫定的貧困層(現行法定次上位階層） 
170 万名(82 万世帯)、扶養基準超過 103 万名含む〄 
全人口の 3.5％(全世帯の 5.04％) 2012 年推定 
基礎生活保障受給者 



















































































































































































































































































































































































































































院内で薬を直接調剤する場合 1500ウォン 1500ウォン 







給 与 機 関 （ 病
院々総合病院な
ど） 
院内で薬を直接調剤する場合 2000ウォン 総給与費の 




慢性疾患者2 院内で薬を直接調剤する場合 無料 1500 









院内で薬を直接調剤する場合 2500ウォン 総給与費の 



















































重症患者 所定額の5％ 所定額の5％ 



































































































































































世帯規模 1人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 6 人世帯 
最低生計費(ウォン/月) 630,430 1,027,417 1,329,118 1,630,820 1,932,522 2,234,223 
次上位基準(ウォン/月) 636,590 1,083,925 1,402,219 1,720,515 2,038,811 2,357,105 
- ただし、受給権者世帯の財産の所得換算時基礎控除額は次のようにする 
<財産から控除する基礎控除額> 
大都市 中小都市 農漁村 

















































































































































































․ 認知症、重症登録障害者(1-2級, 精神々知的などの障害は3級を含む)、居宅看護の対象者など 
(2) 二種医療給与受給権者の選定基準 
○国民基礎生活保障受給権者の中、医療給与1種受給権者の基準に該当しないもの 
医療給与の対象者は医療給与法第3条により、医療給与1種と2種に分けられる。医療給与法施行令によると医療
給与2種は、「国民基礎生活保障法施行令第7条の規定による勤労能力のある受給者に該当しない者（国民基礎
生活保障法施行令第8条第1号ガ目に該当するものを含む）のみに構成された世帯の構成員」ではない場合の貧
困層に該当する。国民基礎生活法の趣旨が貧困層の最小限度の生活保障という点や医療給与法の趣旨が貧困層の
医療利用の経済的限界を解消とすることである点からすれば、医療利用は「勤労能力の有無」によって決定され
得ることではないとし、1種々2種の差別に異議を提起する見解もある。 
*医療給与法第26条（基金の管理々運営） 
①基金は一般会計と区分した別途の勘定を設定し管理すべきである。 
②基金は給与費用、代支給にかかる費用、第33条第2項により業務委託に係る費用及びその他医療給与業務に直
接かかる費用として保健福祉部令の定める費用にのみ使用すべきである。 
*医療給与法施行規則第28条（基金の管理々運営） 
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⑦法第26条第2項に「保健福祉部令の定める費用」というのは、次の各号の費用を言う。 
１〄受給権者の本人負担金を支援するための費用 
２〄法第5条の2による事例管理事業の遂行のための費用 
３〄手当々日用雑金々国内旅費々教育費々受容費々手数料及び保健福祉部長官が定める物品購入費などは、当該
年度基金支出金額の1000分の３を超過することができない。 
*医療給与法施行令第13条（給与費用の負担） 
①法第10条により基金から負担する給与費用の範囲は別表Ⅰと同じである。 
④第1項の規定により、基金から負担する給与費用の他、受給権者が負担する本人負担金（以下、「給付対象本
人負担金」という）は、第3項の規定により受給権者が負担する本人負担金は医療機関の請求により受給権者が
医療給与機関に支給する。 
⑤第4項の規定により医療給与機関に支給した給与対象本人負担金が毎30日間次の各号の金額を超過する場合に
は、その超過する金額の100分の50に該当する金額を保健福祉部令の定めるところにより市長々郡首々区役所長
が受給権者に支給する。ただし、支給すべき金額が2千ウォン未満である場合には、それを支給しない。 
１〄1種受給権者〆2万ウォン、２〄2種受給権者〆20万ウォン 
⑥給与対象本人負担金から第5項により支給される金額を除いた金額が次の各号の金額を超過する場合は、その
超過金額を基金から負担する。但し、その超過金額が2千ウォン未満の場合は、これを受給権者が負担する。 
１〄1種受給権者〆毎30日間5万ウォン、２〄2種受給権者〆毎6ヶ月間60万ウォン 
⑦ 市長々郡首々区役所長は、受給権者が第6項の本文の規定により基金から負担すべき超過金を医療給与機関に
支給された場合には、保健福祉部令の定めるところによりその超過金額を受給権者に支給する。 
 
4. その他法令 
*補助金管理に関する法律第9条（補助金の対象事業及び基準補助率など） 
補助金が支給される対象事業、経費の種目、国庫補助率及び金額は毎年の予算で定める。但し、地方自治団体に
対する補助金の場合、次の各号に該当する事項は大統領令で定める。 
1〄補助金の支給される対象事業の範囲 
2〄補助金の予算計上申請及び予算編成時、補助事業別に適用される基準となる国庫補助率（以下、「基準補助
率」という） 
*補助金管理に関する法律施行令第4条（補助金支給対象事業の範囲と基準補助率）①法第9条第1号による補助
金の支給される地方自治団体の事業の範囲及び同条第2号による基準補助率は別表1と同様である。但し、別表2
で定める地方自治団体の事業は補助金の支給対象から除外する。 
②基準補助率は、当該会計年度の国庫補助金、地方費負担額、国家の財政融資金として調達された金額、受益者
の負担する金額とその他企画財政部長官の定める金額を合わせた金額の中で国庫補助金が占める比率とする。 
 
